以下の①から⑤の新聞記事の中から二つを選び、それぞれ次の点につき答えなさい。

　１．記事において問題となっている労働法上の論点

　２．その論点の前提となる法状況の説明

　３．その論点に関する諸説

　４．その論点に関する自らの見解

	注意：1.いずれの記事を選択したのかを明記すること。                                        

　　　　2.二題の解答がないと解答とは認めない。一題の解答のみではそもそも解答とは扱わない。  

      　3.二題の解答の順序は問わない。                                                      

　　　　4.出題への解答に直接関係のない事項を記入した場合には、答案を無効と扱う。            

      　5.設問１～４をこの順番で解答する必要はないが、全体として論旨が通っている必要がある。

      　6.採点基準（各問５０点満点、合計１００点満点で採点する）                            

       　 a)設問の１．から４．の項目毎に、基本的には○△Ｘの三段階評価を行う。              

        　b)○は必要なことが述べられている場合につけ、１０点。                              

　　　　　　△は不十分にしか述べられていない場合につけ、５点。                              

　　　　　　Ｘは何も述べられていない場合、ないし関係ないことを述べている場合で、０点。      

　　　　　c)さらに、独創的な考えがみられた場合には、各問共に10点の範囲で追加点をつける。  


①大分県事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2000年10月06日付けより

　一九八三年度の人事院勧告完全実施を求めた時限ストで、減給などの処分を受けた県教組と県高教組の組合員約千人が、県教委を相手取り、処分取り消しを求めた訴訟の控訴審判決が六日、福岡高裁で言い渡される。一審の大分地裁は、原告全員の処分を取り消し、県教委側が控訴していた。裁判は八三年十月七日、人事院勧告の完全実施を求めた両教組の組合員約九千三百人が早朝二時間のストライキに参加。県教委は九千百二十人を減給、戒告処分とした。処分の取り消しを求めて組合側は八四年に大分地裁に提訴。「公務員の争議行為禁止の代償措置としての人事院勧告が、凍結されたり抑制されたりしている場合は、人勧の完全実施を求めたストライキは認められる」と主張。県教委側は「公務員の争議は地方公務員法で禁止されており、いかなるストライキも認められない」などとしてきた。

　

②日本航空事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2002年06月07日付けより

　労働組合の文書を配布するのに会社が設置した個人用のメールボックスを使わせないのは不当労働行為に当たるとして日本航空客室乗務員組合が救済を求めたのに対し、都地方労働委員会は６日、日本航空に年１２回を限度に文書配布のためにメールボックスを使わせるよう命じた。

③東京新聞事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2001年03月23日付けより

　中日新聞の従業員でつくる東京新聞労働組合と新聞労連は二十二日、同社の副社長が森喜朗首相の政治団体に分散して計三百万円の政治献金をしていた問題で、同社が団体交渉に応じないのは不当労働行為にあたるとして、東京都地方労働委員会に救済を申し立てた。同組合は「新聞の公共性に照らし、東京新聞で働く人間の地位と名誉にかかわる問題」として、今年一月、団交の開催を求めて都労委にあっせんを申請していたが、中日新聞が「労働条件にあたらない」として拒否したため、今回の救済を申し立てた。

④ＪＲ東海事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2000年08月03日付けより

　新幹線「のぞみ」の「減速闘争」をめぐり、ジェイアール東海労働組合に所属する運転士に対する乗務拒否や賃金カットを不当労働行為と認めた東京都地方労働委員会の救済命令を取り消すようＪＲ東海が求めた訴訟で、東京地裁は二日、会社側の請求を認め、救済命令を取り消す判決を言い渡した。山口幸雄裁判長は「減速闘争は到底正当な争議行為と認めることができない」と判断し、「闘争の目的が安全確保にあるからといって、意図的に減速走行をするのは会社側が求める労務ではなく、乗務拒否は正当だ」と述べた。

⑤仙台赤門自動車学校事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞1998年12月16日付けより

　自動車学校の同僚に労組への加入を勧誘したことで、学校側が組合員らの職務を解任するなどしたのは不当だとして、宮城合同労働組合（星野憲太郎委員長）が救済を申し立てた。申し立てによると、一九九五年八月、五人の労組員が同僚六人に労組への加入を勧めたところ、校長が労組員の一人に「職場の規律を乱し、管理権を侵害する」などと繰り返しやめるよう求めた。さらに経営者側は、同労組を中傷する文書を非加盟の職員らに配ったり、労組員らを自動車教習の「技能検定員」から解任したりした。これに対し、自動車学校側は、勧誘の中止については穏やかに自重を要望した▽文書は職員の指導教養の一環として真実を整理して記述したもの――などと反論した。

　

